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２ 脳卒中対策 

 

 現 状                                    

 

脳卒中は，脳血管の閉塞や破綻によって脳機能に障害が起きる疾患で，片麻痺，嚥下障害，言語

障害，認知障害，遷延性意識障害などの後遺症が残る場合があり，患者及びその家族の日常生活に

大きな影響を及ぼす疾患です。 平成 27（2015）年「人口動態統計年報」（広島県）によると，

本県の脳血管疾患による死亡数は年間 2,430 人で，死亡数全体の 8.1％を占め，死因の第４位と

なっています。医療従事者の状況は，全ての医師が脳卒中に特化して診療を行っているものではな

いものの，平成 28（2016）年の「医師・歯科医師・薬剤師調査」によると，本県の人口 10 万

人あたりの神経内科，脳神経外科の医師数は，それぞれ 3.8 人と 6.8 人で，全国平均（3.9 人，

5.8 人）と同程度か上回っていますが，二次保健医療圏ごとにみると，その人数にばらつきがあり

ます。 

               図表 2－1－12  神経内科と脳神経外科の医師数等      単位：人 

区分 全国 広島県 
二次保健医療圏  

広島 広島西 呉 
広島 
中央 

尾三 
福山・
府中 

備北 

神経内科 4,922 107 60 8 13 5 1 18 2 

 人口 10 万人あたり 3.9 3.8 4.4 5.5 5.0 2.3 0.4 3.4 2.2 

脳神経外科 7,360 194 110 8 18 13 15 26 4 

 人口 10 万人あたり 5.8 6.8 8.0 5.5 7.0 5.9 5.8 5.0 4.3 

対象人口 － 2,863,211 1,366,585 145,277 258,069 220,584 257,411 523,106 92,179 

出典： 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成 28（2016）年） 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（平成 28（2016）年 1 月 1 日現在） 

 

１ 速やかな搬送と専門的な診療が可能な体制 

（1）脳卒中の発症予防 

平成 27（2015）年度「都道府県別特定健康診査・特定保健指導の実施状況」によると，生

活習慣病予防に向けた特定健康診査の対象年齢である 40 歳から 74 歳までの本県の特定健康診

査の受診率は 45.3％で，全国平均（50.1％）を下回っています。また，特定保健指導の実施率

は，19.8％で，全国平均（17.5％）を上回っています。 

平成 26（2014）年「患者調査」によると，高血圧性疾患の年齢調整外来受療率は人口 10

万人あたり 282.8 人と，全国平均（262.2 人）より多く，脳卒中の危険因子を持つ人が多い状

況です。 

（2）急性期の医療機関への患者の搬送  

平成 29（2017）年版「救急・救助の状況」によると，平成 28（2016）年中の救急要請（覚

知）から救急医療機関への搬送までに要した平均時間は 39.4 分で，全国平均（39.3 分）と同

程度となっています。また，「平成 27（2015）年中の救急搬送における医療機関の受入状況等

実態調査」によると，重症以上の患者の受け入れの照会が 4 回以上の割合は，平成 27（2015）

年中で 3.0％となっており，全国平均（2.7％）より高く，平成 22（2010）年中の 2.6％（全

国平均：3.8％）から改善がみられません。  
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しかしながら，広島県メディカルコントロール協議会の調べによると，「救急要請（覚知）から

救急医療機関への搬送までに要した平均時間が 30 分以上の人数」及び「重症以上の患者の受け

入れの照会が 4 回以上の人数」を症候別にみると，脳卒中が想起される「麻痺」，「頭痛めまい」

といった症候に係るものは多くはなく，比較的にスムーズな救急搬送が行われています。  

（3）急性期の治療 

本県の脳梗塞に対する t-PA（組織プラスミノゲン活性化因子）による脳血栓溶解療法の実施

可能な医療機関は 21 施設で，人口 10 万人あたり 0.7 施設で，全国平均（0.6 施設）を上回っ

ています。一方，人口 10 万人あたりの t-PA 治療による脳血栓溶解療法適用患者への同療

法実施件数は 8.6 件で，全国平均（9.6 件）を下回っています。 
 

図表 2－1－13  脳梗塞に対するｔ-PA による脳血栓溶解療法の実施可能な病院数等 

単位：施設，件 

項目 全国 広島県 

二次保健医療圏 

広島 広島西 呉 
広島 
中央 尾三 

福山・ 
府中 備北 

実施可能病院数 794 21 7 1 3 1 6 2 1 

 
 

人口 10 万人あたり 0.6 0.7 0.5 0.7 1.2 0.5 2.3 0.4 1.1 

同療法実施件数 12,292 248 85 14 28 14 28 68 11 

 人口 10 万人あたり 9.6 8.6 6.2 9.6 10.7 6.3 10.8 13.0 11.8 

  ※ 脳梗塞に対するｔ-PA による脳血栓溶解療法適用患者への同療法実施件数 

 

２ 病期に応じたリハビリテーションが一貫して実施可能な体制 

（1）脳血管疾患等のリハビリテーション 

県内で，脳血管疾患等のリハビリテーションが実施可能な医療機関数（脳血管疾患等リハビリ

テーション料Ⅰ，Ⅱ又はⅢの届出施設数の合計）は，人口 10 万人あたり 8.2 施設で，全国平均

（5.9 施設）を上回っています。また，早期リハビリテーションの実施件数は，人口 10 万人あ

たり 729.6 件で，全国平均（660.1 件）を上回っています。 

（2）退院患者の平均在院日数 

平成 26（2014）年「患者調査」によると，本県において，脳血管疾患の退院患者の平均在

院日数は 78.6 日で，全国平均（89.１日）より短い状況です。  

 

３ 在宅療養が可能な体制 

（1）地域医療連携体制 

本県では，全 7 圏域において，県内共通版の脳卒中の地域連携クリティカルパス（以下，第２

章第１節「脳卒中対策」において「地域連携パス」という。）の運用が行われており，ＮＤＢの分

析結果においても，急性期，回復期における地域連携パスに基づく診療計画作成等の人口 10 万

人あたりの実施件数は，それぞれ 53.7 件と 43.6 件で，ともに全国値（39.2 件，28.7 件）を

上回っています。 

（2）地域連携クリティカルパス 

平成 21（2009）年度には，広島県地域保健対策協議会（以下，「県地対協」という。）脳卒

中医療連携推進専門委員会において，県内共通版の脳卒中地域連携パス「ひろしま脳卒中地域連

携パス」が作成され，以降，より使いやすく改修し，運用も広がっています。  

※ 
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図表 2－1－14 ひろしま脳卒中地域連携パス 
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 課 題                                    

 

１ 速やかな搬送と専門的な診療が可能な体制 

（1）脳卒中の発症予防 

脳卒中の最大の危険因子は高血圧であり，その他，糖尿病，脂質異常症，不整脈（特に心房細

動），喫煙，過度の飲酒なども危険因子です。脳卒中発症の予防には，生活習慣の改善や適切な治

療に努めることが必要ですが，特定健康診査の必要性が十分に認識されておらず，受診行動に繋

がっていません。 

また，脳卒中発症時には，速やかに急性期の専門的治療が実施できる医療機関を受診すること

により，より高い治療の効果や後遺症の軽減が見込まれますが，県民に対する脳卒中の症状や発

症時の緊急受診の必要性に関する啓発は十分ではありません。  

 

（2）急性期の医療機関への円滑な搬送 

脳卒中に有効な治療法には，発症後の迅速な治療開始が求められるため，専門的な治療を実施

できる医療機関への，適切な病院前救護を行いつつ，可能な限り速やかな搬送が必要ですが，救

急搬送に要する時間は年々長くなるとともに，重症以上の患者の受け入れの照会が 4 回以上の割

合は，改善がみられません。 

 

（3）急性期の医療連携体制の構築 

本県の人口 10 万人あたりの t-PA 治療による脳血栓溶解療法適用患者への同療法実施件数は

全国平均を下回っており，実施状況も地域にばらつきがあり，発症後早期に t-PA 治療が実施で

きる体制が十分に構築できていません。  

 

２ 病期に応じたリハビリテーションが一貫して実施可能な体制 

脳卒中は，社会生活に復帰するまでに，身体機能の回復を目的としたリハビリテーションが必

要であり，個々の患者の神経症状の程度等に基づき，機能的な改善の到達点や，それに到達する

時期を想定した上で，急性期から回復期・維持期（生活期）へ，継続的にリハビリテーションを

行う必要があります。 

 

３ 在宅療養が可能な体制 

（1）地域連携体制 

脳卒中は，発症の前兆として，一時的な頭痛や吐き気，手足の痺れや半身の麻痺などの症状が

起きる場合もありますが，前ぶれもなく突然発症する場合もあります。また，急性期から回復期・

維持期（生活期）に移行する段階も，直接もしくは回復期リハビリテーションの実施を経て生活

の場に復帰するといった一般的な経過を辿らないケースも多く，患者の状況に応じた，多職種に

よるアプローチが必要であり，地域連携体制の更なる構築を進める必要があります。  

 

（2）県内共通版地域連携クリティカルパスの利用 

本県において，7 圏域全てにおいて脳卒中地域連携パスが適用されていますが，急性期，回復

期，維持期（生活期）において必要とされる医療機関が十分に確保できていない一部の地域では，

十分に活用されていません。 
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 目 標                                    

 

区分 指標名 現状値 目標値 出典 

Ｏ 
脳血管疾患退院患者平均
在院日数 

[Ｈ26] 78.6 日 [Ｈ35] 78.6 日以下 厚生労働省「患者調査」 

Ｏ 
在宅等生活の場に復帰し
た脳血管疾患患者の割合 

[Ｈ26] 56.9％ [Ｈ35] 62.6％ 厚生労働省「患者調査」 

Ｏ 
年齢調整死亡率 
（10 万人あたり） 

[Ｈ27] 男性 33.7 
    女性 19.0 

[Ｈ35] 男性 26.4 
女性 16.6 

厚生労働省 

「人口動態特殊報告」 

 
アウトカム指標を押し上げる指標として，次の指標を設定する。 
なお，救急搬送データと医療・介護データを接続することで，救護から救命後医療（予後）までのアウトカムを

しっかりと把握できる手法を検討していく。 
 

区分 指標名 現状値 目標値 出典 

Ｐ 特定健康診査受診率 
[Ｈ27] 

 45.3％ 

[Ｈ35] 

 70.0％ 

厚生労働省調査 

「特定健康診査・特定保健

指導実施状況」 

Ｐ 

重症以上傷病者の搬送に
おいて，医療機関に４回
以上受入れの照会を行っ
た割合 

[Ｈ27]  

3.0％ 

[Ｈ35] 

 3.0％以下 

消防庁「救急業務のあり方

に関する検討会」 

Ｐ 
救急要請から医療機関に
収容までの平均時間 

[Ｈ28] 

 39.4 分 

[Ｈ35] 

 39.4 分以下 

消防庁「救急業務のあり方

に関する検討会」 

Ｐ 

脳梗塞に対する脳血管内
治療（経皮的脳血栓回収
術等）の 10 万人あたり実
施件数 

[H27]  

7.6 件 

[H27] 

7.6 件以上 
ＮＤＢ 

（S）脳梗塞に対する脳血
栓内治療（経皮的脳血
栓回収術等）の実施可
能な病院数（10 万人あ
たり） 

[H28]  

0.4 施設 

[H35]  

0.4 施設以上 
ＮＤＢ 

Ｐ 

脳梗塞に対する t-PAによ
る脳血栓溶解療法適用患
者への 10万人あたり同療
法実施件数 

[Ｈ27] 

8.6 件 

[Ｈ35]  

8.6 件以上 
ＮＤＢ 

（S）脳梗塞に対するｔ-PA
による脳血栓溶解療法
の 実 施 可 能な 病 院 数
（10 万人あたり） 

[H28] 

0.7 施設 

[H35] 

0.7 施設以上 
ＮＤＢ 

Ｐ 

地域連携クリティカルパ
スに基づく診療計画作成
等の 10万人あたり実施件
数 

[Ｈ27] 
急性期 53.7 件 
回復期 43.6 件 

[Ｈ35] 
急性期 128.7 件 
回復期  89.2 件 

ＮＤＢ 

S 
脳血管疾患等リハビリテ
ーション料の 10万人あた
り届出施設数 

[Ｈ28] 

8.2 施設 

[Ｈ35]  

8.2 施設以上 

厚生労働省「診療報酬施設

基準の届出状況」 

   Ｓ：ストラクチャー指標，Ｐ：プロセス指標，Ｏ：アウトカム指標 
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 施策の方向                                    

 

１ 速やかな搬送と専門的な診療が可能な体制づくり 

（1）脳卒中の発症予防 

① 保健指導体制の充実 

各保険者，市町等が連携して実施する，特定健康診査の受診勧奨及び特定保健指導の推進を

支援し，脳卒中の危険因子の早期発見と生活習慣の改善を図ります。  

② 患者やその家族等による脳卒中の発症の認識と救急要請等の実施 

脳卒中に対しては，発症後早急に適切な治療を開始する必要があり，まずは，患者やその家

族（施設入所の場合には，その職員等）が，脳卒中の発症を認識することが重要です。そのた

めに，「FAST」などを活用した脳卒中の初期症状に気づくための啓発活動や，脳卒中発症時の

対応に関する情報提供等を推進するために，市町と連携して取組みを進めていきます。  

（2）急性期の医療機関への円滑な救急搬送 

① プレホスピタルケアの充実に向けた研修等の実施 

脳卒中が疑われる患者の救急搬送に際しては，病院前脳卒中スケール等を活用して脳卒中が

疑われる例を判別し，疑わしい場合には，脳卒中の専門的な医療を行う施設に搬送することが

求められます。そのために，メディカルコントロール協議会，関係医療機関，消防機関等と連

携し，ＰＳＬＳ（脳卒中病院前救護）に関する研修や，脳卒中発症時の対応に関する啓発等を

推進することで，救急隊員の観察力の強化による迅速な脳卒中の判定など，脳卒中のプレホス

ピタルケアの更なる充実を図ります。  

  ② 急性期の医療機関への円滑な救急搬送 

救急医療情報ネットワークシステムを適宜改修するなど，救急搬送受入要請の支援機能を強

化し，更なる受入困難事案の減少に努めます。  

（3）急性期の医療連携体制の構築 

関係医療機関等と連携し，各圏域における急性期の専門治療の拠点となる病院と，地域の医療

機関の医療連携を進め，より多くの急性期患者に，より早く専門治療が提供できる体制の構築を

進めます。 

将来的には ,単独で t-PA 療法を実施することができない施設を，遠隔診療を用いて t-PA 療法

を可能にしたり，また血管内治療が行えない施設に搬送された患者を Drip and Ship 法等によっ

て治療可能な施設に転送すること等により，急性期の診療提供体制の構築を進めます。  

 

２ 病期に応じたリハビリテーションが一貫して実施可能な体制づくり 

（1）急性期リハビリテーション 

脳卒中の急性期診療が 24 時間体制で提供できる医療体制の構築を進めるとともに，急性期の

専門的医療を行う施設においては，急性期診療を実施するほか，早期にセルフケアについて自立

できるよう急性期リハビリテーションを実施することで，回復期の医療への円滑な移行を図りま

す。医療体制の構築に向けては，t-PA 療法に加え脳血管内治療や外科的治療等を含めた急性期

診療を提供する「専門的医療を包括的に行う施設」と，t-PA 療法等の脳卒中急性期に対する一

般的な診療を提供する「専門的医療を行う施設」といった医療機能を，地域の状況や医療施設の

医療資源に応じて分担するなど，柔軟に検討していきます。  
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（2）回復期リハビリテーション 

急性期診療が終了し，回復期に移行した患者に対しては，再発予防や基礎疾患・危険因子の管

理，合併症への対応等の回復期の医療を実施するほか，身体機能の早期改善のための集中的な回

復期リハビリテーションを多職種により，集中的，包括的かつ積極的に実施することで，維持期・

在宅等生活の場への円滑な移行を図ります。  

（3）維持期・生活期リハビリテーション 

回復期の医療が終了し，維持期・在宅等生活の場へ移行した患者に対しては，再発予防や基礎

疾患・危険因子の管理等の維持期治療を実施するほか，介護老人保健施設や通所リハビリテーシ

ョンにおいて，生活機能の維持・向上のための維持期・生活期リハビリテーションを実施するこ

とで，年齢を問わず，社会復帰や職業復帰に向けた支援を行います。  

 

３ 在宅療養が可能な体制づくり 

（1）地域連携体制の構築 

入院医療機関と在宅医療に係る機関の円滑な連携により，切れ目のない継続的な医療体制の確

保に努め，発症から在宅復帰までの円滑な地域連携体制の構築を推進します。  

具体には，退院時カンファレンスを実施できる体制やかかりつけ医を中心とした多職種連携に

よる在宅医療体制などを構築するとともに，医療機関等の関係者と介護サービス事業者の連携に

努めることができるよう，地域包括支援センターの機能強化を図ります。  

（2）県内共通版地域連携クリティカルパスの普及促進 

県内のどこで脳卒中を発病・再発しても，関係機関のスムーズな連携により，切れ目のない医

療サービスが提供できるよう，関係医療機関等と連携し，「ひろしま脳卒中地域連携パス」の一層

の普及を進め，診療情報やリハビリテーションを含む治療計画などの患者情報を関係機関が共有

し，必要な医療や介護サービス等を提供することで，在宅療養が可能な体制づくりを推進します。  

「ひろしま脳卒中地域連携パス」については，ひろしま医療情報ネットワーク（ＨＭネット）

へ登載し，より汎用的で効果的な活用を目指します。  
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 医療連携体制                                    

 

脳卒中の医療連携を推進する体制は，圏域内の医療体制が整う二次保健医療圏ごとに構築します。  

脳卒中対策の医療体制に求められる医療機能は，次のイメージ図及び図表 2－1－16 のとおりで

す。 

圏域ごとの医療連携体制を担う具体的な医療機関名は，県のホームページに掲載しています。  

 

図表 2－1－15 「脳卒中医療」の体制と連携 
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図表 2－1－16 脳卒中対策の医療体制に求められる医療機能 

 
 【予防】 【救護】 【急性期】 【回復期】 【維持期】 

機
能 

発症予防 
応急手当 

病院前救護 
救急医療 

身体機能を回復させる 

リハビリテーション 

日常生活への復帰及び維持のための 

リハビリテーション 

目
標 

・脳卒中の発症を予
防すること 

・脳卒中の疑われる患
者が，発症後迅速に
専門的な診療が可能
な医療機関に到着で
きること 

・超急性期血栓溶解療
法の適応時間を越え
る場合でも，できる
だけ早く，専門的な
治療が可能な医療機
関へ搬送すること 

・患者の来院後 1 時間以内（発症後 4.5 時間以内）
に専門的な治療を開始すること 

・発症後 4.5 時間を越えても高度専門治療の実施を
検討すること 

・誤嚥性肺炎等の合併症の予防及び治療を行うこと 

・廃用症候群を予防し，早期にセルフケアについて
自立できるためのリハビリテーションを実施する
こと 

・身体機能の早期改善
のための集中的なリ
ハビリテーションを
実施すること 

・再発予防の治療や基
礎疾患・危険因子の
管理を実施すること 

・誤嚥性肺炎等の合併
症の予防を図ること 

・生活機能の維持・向上のためのリハ
ビリテーションを実施し，その人に合
った生活に近づけ社会復帰を支援する
こと 

・再発予防の治療や基礎疾患・危険因
子の管理を実施すること 

 

医
療
機
関
等
に
求
め
ら
れ
る
事
項 

【医療機関】 

次に掲げる事項を
含め，該当する医療
機関は関係する診療
ガイドラインに則し
た診療を実施してい
ること 

①高血圧症，糖尿病,
脂質異常症 ,心房
細動，喫煙,過度の
飲酒等の基礎疾患
及び危険因子の管
理が可能であるこ
と 

②突然の症状出現時
における対応につ
いて，本人及び家
族等患者の周囲に
いる者に対する教
育，啓発を実施す
ること 

③突然の症状出現時
に，急性期医療を
担う医療機関への
受診勧奨について
指示すること 

 

【本人及び家族等周囲
にいる者】 

①発症後速やかに救急
搬送の要請を行うこ
と 

 

【救急救命士等】 

①地域メディカルコン
トロール協議会の定
めた活動プロトコー
ルに沿って，脳卒中
患者に対する適切な
観察・判断・処置を
行うこと 

②急性期医療を担う医
療機関へ迅速に搬送
すること 

【医療機関】 

次に掲げる事項を含め，該当する医療機関は関係
する診療ガイドラインに則した診療を実施し，特に
急性期の診断及び診療については，24 時間体制で
実施されていること。単一の医療機関で 24 時間体
制を確保することが困難な場合には，地域における
複数の医療機関が連携して，24 時間体制を確保す
ること 

①血液検査や画像検査（エックス線検査，ＣＴ，Ｍ
ＲＩ，超音波検査）等の必要な検査が実施可能で
あること 

②脳卒中が疑われる患者に対して，専門的診療が実
施可能であること（画像伝送等の遠隔診断に基づ
く治療を含む） 

③脳卒中評価スケールなどを用いた客観的な神経学
的評価が実施可能であること（遠隔診療を用いた
補助を含む） 

④適応のある脳梗塞症例に対し，来院後 1 時間以内
（発症後 4.5 時間以内）に，組織プラスミノゲン・
アクチベータ（t-PA）の静脈内投与による血栓溶
解療法が実施可能であること（医療機関が単独で
t-PA 療法を実施できない場合には，遠隔画像診
断等を用いた診断の補助に基づく実施を含む） 

⑤適応のある脳卒中例に対し，外科手術や脳血管内
手術が来院後速やかに実施可能又は実施可能な医
療機関との連携がとれていること 

⑥呼吸，循環，栄養等の全身管理，及び感染症や深
部静脈血栓症等の合併症に対する診療が可能であ
ること 

⑦合併症の中でも，特に誤嚥性肺炎の予防のために，
口腔管理を実施する病院内の歯科や歯科医療機関
を含め，多職種間で連携して対策を図ること 

⑧リスク管理のもとに早期座位・立位，関節可動域
訓練，摂食・嚥下訓練，言語聴覚療法，装具を用
いた早期歩行訓練，セルフケア訓練等のリハビリ
テーションが実施可能であること 

⑨個々の患者の神経症状等の程度に基づき，回復期
リハビリテーションの適応を検討できること 

⑩回復期（或いは維持期）の医療機関等と診療情報
やリハビリテーションを含む治療計画を共有する
などして連携していること 

⑪回復期（或いは維持期）に，重度の後遺症により
自宅への退院が容易でない患者を受け入れる医療
施設や介護施設等と連携し，その調整を行うこと 

⑫脳卒中疑いで救急搬送された患者について，その
最終判断を救急隊に情報提供すること 

【医療機関等】 

次に掲げる事項を含
め，該当する医療機関
は関係する診療ガイド
ラインに則した診療を
実施していること 

①再発予防の治療（抗
血小板療法、抗凝固
療法等），基礎疾患・
危険因子の管理が可
能であること 

②失語，高次脳機能障
害（記憶障害，注意
障害等），嚥下障害，
歩行障害などの機能
障害の改善及びＡＤ
Ｌの向上を目的とし
た，理学療法，作業
療法，言語聴覚療法
等のリハビリテーシ
ョンが専門医療スタ
ッフにより集中的に
実施可能であること 

③合併症の中でも，特
に誤嚥性肺炎の予防
のために，口腔管理
を実施する病院内の
歯科や歯科医療機関
を含め，多職種間で
連携して対策を図る
こと 

④急性期の医療機関及
び維持期の医療機関
等と診療情報やリハ
ビリテーションを含
む治療計画を共有す
るなどして連携して
いること 

⑤再発が疑われる場合
には，急性期の医療
機関と連携すること
と等により，患者の
病態を適切に評価す
ること 

【医療機関等】 

次に掲げる事項を含め，該当する医
療機関は関係する診療ガイドラインに
則した診療を実施していること 

①再発予防の治療，基礎疾患・危険因
子の管理，抑うつ状態への対応等が
可能であること 

②生活機能の維持及び向上のためのリ
ハビリテーション（訪問及び通所リ
ハビリテーションを含む）が実施可
能であること 

③合併症の中でも，特に誤嚥性肺炎の
予防のために，口腔管理を実施する
病院内の歯科や歯科医療機関を含め，
多職種間で連携して対策を図ること 

④介護支援専門員が，自立生活又は在
宅療養を支援するための居宅介護サ
ービスを調整すること 

⑤回復期（或いは急性期）の医療機関
等と，診療情報やリハビリテーショ
ンを含む治療計画を共有するなどし
て連携していること 

⑥合併症発症時や脳卒中の再発時に，
患者の状態に応じた適切な医療を提
供できる医療機関と連携しているこ
と 
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◎脳卒中の医療体制構築に係る現状把握のための指標 

神経内科医師数 4,922 107 60 8 13 5 1 18 2

（10万人あたり） 3.9 3.8 4.4 5.5 5.0 2.3 0.4 3.4 2.2

脳神経外科医師数 7,360 194 110 8 18 13 15 26 4

（10万人あたり） 5.8 6.8 8.0 5.5 7.0 5.9 5.8 5.0 4.3

救命救急センターを有する病院

数
270 6 3 1 1 0 0 1 0

（100万人あたり） 0.2 0.2 0.2 0.7 0.4 0.0 0.0 0.2 0.0

脳卒中の専門病室を有する病院

数
131 2 1 0 0 0 0 1 0

（10万人あたり） 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0

脳卒中の専門病室を有する病床

数
926 24 6 0 0 0 0 18 0

（10万人あたり） 0.7 0.8 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 3.4 0.0

脳卒中ケアユニット入院医療管

理料の届出施設数
132 3 2 0 0 0 0 1 0

（10万人あたり） 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0

脳梗塞に対するt-PAによる脳血

栓溶解療法の実施可能な病院数
794 21 7 1 3 1 6 2 1

（10万人あたり） 0.6 0.7 0.5 0.7 1.2 0.5 2.3 0.4 1.1

脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅰ）の届出施設数
2,671 72 31 5 7 8 8 9 4

（10万人あたり） 2.1 2.5 2.3 3.4 2.7 3.6 3.1 1.7 4.3

脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅱ）の届出施設数
1,933 55 23 2 4 2 9 15 0

（10万人あたり） 1.5 1.9 1.7 1.4 1.5 0.9 3.5 2.9 0.0

脳血管疾患等リハビリテーショ

ン料（Ⅲ）の届出施設数
2,897 110 47 5 10 13 6 22 7

（10万人あたり） 2.3 3.8 3.4 3.4 3.9 5.9 2.3 4.2 7.6

ニコチン依存管理料を算定する

患者数
520,837 13,810 6,862 523 981 883 1,017 2,920 624

（人口10万人あたり） 406.2 481.3 502.8 359.3 375.7 400.4 391.8 557.1 666.8

ハイリスク飲酒者の割合（総

数）
10.8

ハイリスク飲酒者の割合（男

性）
13.9

ハイリスク飲酒者の割合（女

性）
8.1

健康診断・健康検査の受診率 50.1 45.3

特定保健指導実施率 17.5 19.8

P
高血圧性疾患患者の年齢調整外

来受療率（人口１０万対）
262.2 282.8 平成26年 患者調査

傷病大分類「高血圧性疾患」の都道府県別受療率

を標準人口で補正した値

P
救急要請から医療機関に収容ま

での平均時間（分）
39.3 39.4 平成28年中

救急・救助の

現況

救急要請（覚知）から救急医療機関への搬送まで

に要した平均時間

脳梗塞に対するt-PAによる脳血

栓溶解療法適用患者への同療法

実施件数

12,292 248 85 14 28 14 28 68 11

（人口10万人あたり） 9.6 8.6 6.2 9.6 10.7 6.3 10.8 13.0 11.8

脳梗塞に対する脳血管内治療

（経皮的脳血栓回収術等）の実

施件数

7,522 218 126 13 * * * 63 16

（人口10万人あたり） 5.9 7.6 9.2 8.9 * * * 12.0 17.1

脳梗塞に対する脳血管内治療

（経皮的脳血栓回収術等）の実

施医療機関数

514 12 9 * 3 * * * *

（人口10万人あたり） 0.4 0.4 0.7 * 1.1 * * * *

くも膜下出血に対する脳動脈瘤

クリッピング術の実施件数
8,775 129 41 23 14 * 23 28 *

（人口10万人あたり） 6.8 4.5 3.0 15.8 5.4 * 8.9 5.3 *

くも膜下出血に対する脳動脈コ

イル塞栓術の実施件数
4,189 138 65 * 12 * * 47 14

（人口10万人あたり） 3.3 4.8 4.8 * 4.6 * * 9.0 15.0

脳卒中患者に対する嚥下機能訓

練の実施件数
295,511 9,246 4,265 315 1,120 550 951 1,899 146

（人口10万人あたり） 230.5 322.3 312.5 216.4 428.9 249.4 366.3 362.3 156.0

早期リハビリテーションの実施

件数
846,394 20,932 8,764 754 2,615 1,071 2,689 4,330 709

（10万人あたり） 660.1 729.6 642.2 517.9 1,001.4 485.7 1,035.8 826.2 757.6

地域連携クリティカルパスに基

づく診療計画作成等の実施件数
50,267 1,540 416 80 336 108 141 406 53

（10万人あたり） 39.2 53.7 30.5 55.0 128.7 49.0 54.3 77.5 56.6

地域連携クリティカルパスに基

づく回復期の診療計画作成等の

実施件数

36,770 1,251 447 18 233 80 110 324 39

（10万人あたり） 28.7 43.6 32.8 12.4 89.2 36.3 42.4 61.8 41.7

退院患者平均在院日数 89.1 78.6 76.8 99.4 53.6 118.7 86.3 69.7 89.4
傷病分類「脳血管疾患」の退院患者平均在院日数

（病院）

在宅等生活の場に復帰した患者

の割合
56.3 56.9 55.8 52.2 60.7 45.7 63.8 56.8 49.6

「脳血管疾患」×退院後の行き先「家庭」で個票

解析

O 脳血管疾患患者の在宅死亡割合 21.8 22.2 平成27年 人口動態調査

在宅等での死亡者数*／死亡者数**

*都道府県別の死因「脳血管疾患」の在宅等（介護

老人保健施設，自宅，老人ホーム）での死亡者数

**都道府県別の死因「脳血管疾患」」の全死亡者

数

脳血管疾患患者の年齢調整死亡

率（男性）
37.8 33.7

脳血管疾患患者の年齢調整死亡

率（女性）
21.0 19.0

O
脳血管疾患により救急搬送され

た患者の圏域外への搬送率
15.2 平成26年 患者調査

脳血管疾患で救急搬送された患者について、患者

住所地の二次医療圏と医療機関所在地の二次医療

圏が異なる患者数の割合。

P 平成27年度 NDB

H001

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）の届出

施設数

H001

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅱ）の届出

施設数

H001

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅲ）の届出

施設数

生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者

*/**調査対象者*１日当たりの純アルコール摂取量

が男性で40g以上、女性20g 以上の者**平成27 年

国民生活基礎調査（約11,000 単位区内の世帯約30

万世帯及び世帯員約74 万人）において設定された

単位区から層化無作為抽出した300 単位区内のす

べての世帯及び世帯員で、平成27 年11月１日現在

で１歳以上の者

DPC診断群分類　010020病名＋K1781、K1782、

K1783の実施件数

ICD病名I60-64、摂食機能療法（１日につき）の算

定件数

B001-3-2 ニコチン依存管理料の算定件数

P

診療報酬施設

基準

B005-2

脳卒中に関する地域連携診療計画管理料の算定件

数

平成27年度 NDB

NDB
ICD病名I60-69

早期リハビリテーション加算の算定件数

平成27年度
B005-3

脳卒中に関する地域連携診療計画退院時指導料

(Ⅰ)の算定件数

P 平成27年度

特定健康診

査・特定保健
健診受診者数／調査対象者数

NDB

NDB

DPC 診断群分類 010060病名＋t-PA製剤投与

DPC 診断群分類 010060病名＋K1781、K1782、

K1783、K178-4の実施医療機関数

DPC診断群分類　010020病名＋K1761、K1762、

K1771、K1772の実施件数

医療施設調査

病院票(28)特殊診療設備で，SCUを有する施設数

病院票(28)特殊診療設備で，SCUの病床数

S

A301-3

脳卒中ケアユニット入院医療管理料の届出施設数

S
平成28年3

月

診療報酬施設

基準

A205-2

超急性期脳卒中加算の届出施設数

S

医師・歯科医

師・薬剤師調

査

医師届出票(11)従事する診療科名等で主たる診療

科を「神経内科」と届出をした医師数

医師届出票(11)従事する診療科名等で主たる診療

科「脳神経外科」と届出をした医師数

S 平成26年 医療施設調査
病院票(17)救急医療体制で，「救命救急セン

ター」を有する施設数

調査名等 定義
広島 広島西 呉 広島中央 尾三 福山・府中 備北

SPO 指標名 全国

二次保健医療圏

平成27年度

調査年

S 平成28年

平成26年

広島県

平成28年3

月

診療報酬施設

基準

S

P 平成27年

P

平成28年3

月

平成27年11

月１日現在

国民健康・栄

養調査

P

DPC 診断群分類 010060病名＋K1781、K1782、

K1783、K178-4の実施件数

O 平成27年
人口動態特殊

報告
脳血管疾患による年齢調整死亡率

O 平成26年 患者調査

P

 

 

 

 

 

 


